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「政府関係機関移転の総括的評価に向けた検討会」の開催について

検討会開催の背景・検討概要

 政府関係機関の地方移転の取組について、「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」(令和元年12月閣議決定)において、「有識者
からの意見も考慮しつつ、政府においてフォローアップを引き続き進めるとともに、その結果を踏まえ、2023年度中に地方創生上
の効果、国の機関としての機能の発揮等について総括的な評価を行い、これを踏まえ必要な対応を行う」こととされた。

 2023年度中の総括的評価に向け、2021年度に「政府関係機関地方移転総括的評価方針（案）」（以下「評価方針」という）をとりまとめた。

 2022年度は「評価方針」踏まえ、①対象機関の実態把握を行うための調査（以下「総合調査」という）の具体的方法（2022年10～
12月総合調査実施）、②総合調査結果を踏まえた評価方法、③優良事例やデジタル技術活用を含めた「評価結果活用の手引き」
（以下「手引き」という）案、④評価結果を公表する際のフォーマット案、等について議論を行い、「評価方針」更新案をとりまとめた。
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回数 開催日時 主な議題 主要な議論・検討内容

第１回
2022年
９月７日(水)

総合調査の実施方法の検討

• 総括的評価に際して、地域企業・住民の意見を収集することは重要であるためアンケートの実施が必要
• 調査票に、移転取組に関してアピールできる/したいこと、取組上の課題について記入可能な自由記述欄を設

定。回答内容の補足や、アピール事項に対する根拠資料の提出も可能とする
• 「手引き」は評価結果の高低について論じるものではなく、評価結果を踏まえ、各移転機関における取組をよ

り促進させることを趣旨としたものであることを明示する

2022年12月 検討会委員・事務局による移転機関へのヒアリングを実施

第２回
2022年
12月27日(火)

移転機関への総合調査等に基
づく点数付け方針の検討

• 総括的評価の目的は、各機関による自機関の進捗把握、並びに、機関に対して更なる取組推進・改善を促すこ
とであるため、合計点等を他機関と比較する必要はない

• 点数付けでは可能な限り恣意性を排除した、客観的な評価方法を用いる
• 取組内容のオリジナリティ(独自性)が高い、もしくは、他の機関にない優れた点がある機関があれば、事例収

集先候補として選定を検討

第３回
2023年
３月３日(金)

移転機関への総合調査等に基
づく点数付け、「手引き」、
結果取りまとめ方法の検討

• 自由記述への記入や補足資料の提出があり、当該記述・資料内に、特徴的な取組(独創的、先進的な取組等。
詳細は後頁参照)の記載があった評価項目については、加点対象とする

• 「手引き」については、本取組について知見等がない人にとっても理解しやすいものとなるよう、移転取組が
始まった背景や経緯、評価の目的等についても明記する

主な検討内容等（2022年度）
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※ 2022年度から対象機関の実態把握を行うための調査等が検討事項に加わったため、 「政府関係機関移転評価方針検討会」から 「政府関係機関移転の総括的評価に向けた検討会」へと名称を変更



「政府関係機関の移転取組に関する総括的評価に向けた総合調査」概要

〇2021年度に策定した「政府関係機関移転評価方針」における評価観点・評価項目・評価指標に係る取組状況の把握を目的とした調査(総合
調査)を実施。移転取組種別(５種類)ごとに設問内容や回答様式を設定。

○調査方法については、移転取組を推進する移転対象機関及び関係府県における取組の担当者を対象にした、A)「総合調査回答様式」と、
B)「アンケート」を配布。後者については、有識者による評価方針検討の中で、取組の当事者以外の関係者の視点から見た各取組の捉え方
についてもできる限り把握することが望ましいとされたことから、移転先機関で勤務、従事している現場職員、及び、業務上関連のある
他機関の職員を対象にした「職員向けアンケート」、機関の移転により、その効果を受ける移転先地域の企業・住民を対象にした「住民
アンケート」を可能な範囲で、実施頂くよう依頼。

※ 移転機関毎の取組内容や把握可能な情報の違いを考慮し、５つの取組種別( ①拠点の設置・整備 / ②協議会等の体制整備 / ③人材育成支援・技術協
力等を開始 / ④共同研究・研究連携等を開始 / ⑤研修等を開始)毎に調査すべき指標を設定し、設問もカスタマイズ

総合調査：政府関係機関の地方移転に関する総括的評価に向けた実態の調査
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調査目的： 「政府関係機関移転評価方針」における評価観点・評価項目・評価指標に係る取組状況の把握、及び、特徴的な取組好事例の把握
調査対象： 「政府関係機関移転基本方針」にて定められた全57件の移転取組に係る機関 (中央省庁７機関、研究機関・研修機関等23機関、移転先自治体)
調査時期：A)「総合調査回答様式」：令和４年10月４日(火)～11月11日(金)、B)「アンケート」令和４年10月４日(火) ～12月２日(金)
調査内容：取組に係る基本的な情報(機関名、取組目的等)、評価指標に係る取組状況(３観点14項目60指標)、モニタリング指標、令和３年度の取組実績 等

※回答内容の詳細を確認するため、調査対象機関のうち７機関(中央省庁２機関、研究機関５機関)に対して、追加ヒアリングを実施

…

該当地域に全機能もしくは
一部機能に係る拠点自体を移転し、
移転先に人員を配置して業務を遂行

拠点の設置・整備

…

該当地域にて開催かつ
複数のステークホルダーにて
組成される会議体に参画

協議会等の体制整備

…

該当研究分野における人材の
育成や技術向上に寄与する

イベントを実施、
ノウハウ・技術を提供

人材育成支援・
技術協力等を開始

…

該当地域における
地方公共団体・関連団体と

共同・連携して
研究を推進

共同研究、研究連携
等を開始

…

当該地域において/当該
地域のステークホルダー

を巻き込んだ、
研修やイベントを実施

研修を開始

※「総合調査回答様式」については令和５年度において
も移転機関等に対して調査を実施し、最新の情報を
取得する。一部機関においてはアンケート等も実施す
ることを検討。

R5年度も実施

調
査
方
法

移転対象機関及び関
係府県における取組

の担当者

移転先機関で
勤務、従事して
いる現場職員

業務上関連の
ある他機関の職員

機関の移転により、
その効果を受ける
移転先地域の
企業・住民

調査対象者※調査対象者

A)「総合調査回答様
式」(Excel)の配布

B)「アンケート」
(Googleフォーム・

Excel等)の配布

○

○

※該当する全対
象者に配布依頼

○

※関係府県・
機関間で依頼先
を調整依頼

○

※関係府県・
機関間で配布
方法を調整依頼

５つの移転取組種別ごとに、A)「総合調査回答様式」を設定
複数の取組種別に該当する場合は該当する取組種別のシート
すべてに回答記入



「政府関係機関移転総括的評価方針」点数付けの考え方(案)

〇取組状況にかかる60指標に関して把握した情報及びアンケートの回答に基づき、14項目別に点数付けを行う。
〇①機能確保、②費用抑制・体制整備に係る評価項目は減点方式(-２点～０点)で、③地方創生に係る評価項目は加点方式(０～２点)で、各評
価項目毎の得点（基礎点）を算出(STEP１) 。記述式項目により、顕著な効果、先進的な取組が確認された評価項目については、評価項目単
位で最大＋0.5点の加点(STEP２)を行う。

移転で必ず
充足すべき観点
＝【必要観点】
として設定

移転で充足すると
良い観点

＝【十分観点】
として設定

評価 尺度

-１点超え０点以下 概ね、維持できている / 変化なし

-２点超え-１点以下 維持できていない / 悪化している

-２点 大きく維持できていない / 悪化している

評価 尺度

１点超え２点以下 順調に効果が出ている / 取組を推進できている

０点超え１点以下 ある程度効果が出ている / 取組を推進できている

０点 効果は出ていない / 取組を推進できていない

減
点
方
式

加
点
方
式

評価方法(点数付け)

• 60指標に係る総合調査の結果に基づき、14項目別に点数付けを実施(機関毎の合計点は算出しない)。３観点のうち、①機能確保、②費用抑制・体制整備は必
ず充足すべき必要観点として減点方式(-２点～０点)で、③地方創生は充足すると良い十分観点として加点方式(０～２点)で項目毎の得点を算出。

• 移転機関ごとに設問の捉え方や記載粒度が異なるため、回答内容の補完を目的に、事務局による「回答様式の内容確認」や、検討会委員・事務局による「追
加ヒアリング」を実施するとともに、回答様式とアンケートの回答を基に基礎点数付け(STEP１)を行い、記述式の回答内容等も考慮し加点(STEP２)した上で、
最終的な点数を確定。STEP２において加点対象と判断された評価項目については、評価項目単位で最大＋0.5点の加点を行う。

内部要素

(６)
移転に伴う
費用抑制

(５)
移転に伴う

組織体制の整備

(４)
移転に付随した

環境整備

(１)
業務の
機能保持

(２)
情報の取得容易性

の担保

(３)
職員のモチベー
ション維持

項
目

②費用抑制・体制整備①機能確保

外部要素

(14)
地域を超える
波及効果の創出

(13)
地域における

社会的効果の創出

(12)
地域における
経済効果の創出

(７)
移転先としての

理解醸成

(８)
地方創生
人材の育成

(10)
地域企業
等との連携

(９)
地方創生に係る戦略

・計画策定

(11)
機能の向上

項
目

③地方創生観
点

観
点
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概要

• 職員向けアンケートや住民向
けアンケートは、一機関に対
して複数の回答者からアン
ケートを回収

• 回収したアンケートを機関ご
と、かつ、設問ごとに集計

• 集計したアンケートと回答様
式の数値入力、選択式項目に
ついて、点数付けを実施

• より適切な点数付けを行うた
め、基礎点数付けの結果を基
に、記述式の回答内容や補足
資料※１(追加ヒアリングでの
聞き取り内容等を含む)を踏ま
えて点数を加点

• 事務局にて、全機関の回答様
式の回答内容を確認

• 回答様式における機関ごとの
記載粒度等の差異の解消を目
的に、回答の修正依頼や回答
意図の確認等を実施

• 取組状況を適切に把握し、回
答内容の確認・補完を目的と
した追加ヒアリングを実施

• 事務局による内容確認におい
て回答が不十分と判断、また
は、回答の口頭による補完を
希望した機関が対象

※１：回答内容の情報の補完、取組実績のアピールや好事例等移転機関より任意で提出された資料(新聞や広報媒体を通じた取組実績の公表、プレスリリース、取組内容・実績の対内・外向け説明用資料
等の電子データ)

アンケートの集計
点数付け ※詳細は次頁参照

回答様式の内容確認 追加ヒアリング
【STEP１】基礎点数付け 【STEP２】加点

※最大+0.5点加点 ※最大+0.5点加点



「政府関係機関移転総括的評価方針」点数付け方法(案)

〇STEP１では、各評価項目に紐づく設問の回答形式が「数値入力」と「選択式」に該当する回答内容における、基準の充足状況(「数値入
力」であれば、数値が一定の基準値(取組種別における中央値)を上回る/下回るかどうか、「選択式」であれば、選択が「ポジティブな回
答」になっているか)を判定し、基準を充足している/未充足な設問数に応じて、各評価項目の基礎点数を算出。

〇STEP２では、「記述式」や「補足資料」等において「移転取組に取り組んだからこそ成し遂げられた、もしくは、具体的/顕著な効果が既
に表れている」「他機関にない独創的もしくは先進的な取り組みをしている」ことが読み取れた場合、加点対象と判断。記述式設問の合
計数に対する加点対象の設問数の割合を最大加点(0.5点)に乗じて算出される点数「（該当する評価項目における加点対象と判断した記述式
の設問数÷該当する評価項目における記述式の設問合計数）×最大加点(0.5点)」を、STEP１の基礎点数に加点し、評価項目ごとの評価点数
とする。

評価方法(STEP１とSTEP２における点数付け詳細)
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【STEP１】数値入力と選択式の回答内容を踏まえ基礎点数付け
【STEP２】

記述式の回答内容等を基に加点

評価項目
ごとの
評価点数

各設問における基
準の充足状況を以
下の観点から判断

各設問に対する
充足状況判断

評価項目に対する
充足状況判断

各設問の基準の充足状
況を踏まえ、評価項目
に対する充足状況を以
下の観点から判断

基礎点数付け

評価項目の基礎点数を算出

基礎点数
＋
加点

数値入力

選択式
(５段階)

選択式
(３段階)

記述式

補足資料等
(追加ヒア
リングでの
聞き取り内
容等を含
む)

• 回答様式やアンケートの
記述式の回答内容、機関
から提出された補足資料
等を基に、「移転取組に
取り組んだからこそ成し
遂げられた、もしくは、
具体的/顕著な効果が既
に表れている」「他機関
にない独創的もしくは先
進的な取り組みをしてい
る」ことが読み取れた場
合に「加点対象の設問」
とする

数値入力
（時系列・
予実比較)

• 同機関における数値
(時系列・予実比較)
が維持もしくは向上
しているかどうか

• 数値が一定の基準値
(取組種別における
中央値)を上回る/下
回るかどうか

• 回答が以下に該当す
るポジティブな回答
かどうか
５段階※¹の選択肢
：「１」または
「２」の選択肢を
選択した場合

３段階※²の選択肢
：「はい」の選択
肢を選択した場合

• 各評価項目における全
ての選択式(５段階,３段
階)の設問のうち、ポジ
ティブな回答がいくつ
あるか

• 各評価項目における全
ての数値入力の設問の
うち、数値が維持・向
上している/基準値を上
回っている/下回ってい
る回答がいくつあるか

• 評価項目に紐づく設問における基準の充足/未充
足数に応じて、基礎点数を算出

※該当評価項目が減点方式の場合は「未充足
数」、加点方式の場合は「充足数」を分子とし
た係数を、最低点(減点方式：‐2点)か最高点
(加点方式：2点)に掛け合わせ

-2×1/5
=-0.4点

2×4/5
=1.6点

減点方式 加点方式

②費用
①機能 ③

地方創生

設問１

設問２

設問３

設問４

設問５

充足状況
〇

〇

〇

×

〇

４/５

充足(〇)
数

１/５

未充足
(×)数

評価項目A

【イメージ】

※¹：「１よく知っている」「２知っている」「３あまり知らない」「４全く知らない」「５分からない」等、１・２はプラス面の回答、３・４はマイナス面の回答
※²：「はい」「いいえ」「分からない」の３段階、「はい」がプラス面の回答、「いいえ」・「わからない」はマイナス面の回答

以下式で算出される
「加点点数」をSTEP１の

基礎点数に加点

最大
加点

0.5点
×

記述式の
設問合計数

加点対象の
設問数

=
加点
点数



評価の可視化及び「評価結果活用の手引き」取りまとめイメージ

〇評価結果については、図表を用いてわかりやすく整理し、取組種別ごとの結果をまとめた「取組種別サマリ」及び機関別に分析した「機
関別サマリ」の２種を作成。

〇評価結果やヒアリングを通じて得られた好事例については、取組種別毎の共通した特徴・ポイントと取組好事例を掲載した「評価結果活用
の手引き(仮称)」に取りまとめることで、各移転機関において評価結果を活用した取組改善につながることを期待。

5

 取組種別好事例取りまとめ

移転機関毎の取組内容や把握可能な情報の違いを考慮し、全機関の結果を５つ
の取組種別に分析した取組種別サマリ、機関別に分析した機関別サマリに分け
て取りまとめ。

評価の可視化イメージ

 取組種別 重要ポイント 取組種別サマリイメージ

「評価結果活用の手引き」(仮称)イメージ

評価結果を、取組の達成度の把握のみならず、移転取組の共通指針に関する理
解深化、移転効果の増進に向けた改善に活用してもらうため、各取組種別重要
ポイントと取組好事例をまとめた「評価結果活用の手引き」(仮称)を作成。

令和5年度更新令和５年度更新

優良事例に共通してみられた、取組種別毎の
取組の特徴・ポイントを整理

上記ポイントにかかる取組好事例の
概要や取組推進上のヒントなどを記載

好事例の取組詳細及び
他機関への横展開のヒント
を解説

好事例の概要情報
を整理

点数付けをレーダー
チャートで表現

取組種別/機関別の
取組特性 (移転目的、
移転経過期間等)を
グラフで表現

主な特徴を記載

３観点別に見た
取組内容の
傾向を記載

 機関別サマリイメージ ※機関別サマリは１機関１シートを作成

点数付けをレーダー
チャートで表現

取組種別/取組特性
(移転目的、移転経過
期間等)を表現

機関の取組概要
を記載

主な特徴を記載

３観点別に見た
取組内容の
傾向を記載


